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カリキュラム・マネジメントの３つの側面に基づく

ポリシー・マネジメントの３つのポイント

１．事業内容を相互の関係で捉え、組織の教育目標を踏まえた

事業横断的な視点で、その目標の達成に必要な内容を組織的に
配列していくこと。

２．教育の質の向上に向けて、子供たちの姿や地域の現状等に
関する調査や各種データ等に基づき、事業を編成し、実施し、
評価して改善を図る一連のＰＤＣＡサイクルを確立すること。

３．事業に必要な人的・物的資源等を、外部の資源も含めて活用
しながら効果的に組み合わせること。
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１．事業横断的な視点を持つための組織的な仕掛けづくり
例：縦割り打破に向け、部局横断組織・チームを設置し、横断視点を意図的に醸成

『県立高校魅力化ビジョン推進本部』
【教育監（本部長）、特命官（副本部長）、副教育長、総務課長、指導課長、企画課長、教育Ｃ長、社教課長、特支課長ほか】

Ｒ２年度 Ｒ３年度

※島根県教育庁内各課に加え、知事部局、大学、PF（一般財団法人 地域・教育魅力化プラットフォーム）からも参画
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２．「エビデンス（データ）」と「対話」に基づく政策マネジメント（EDPM）の構築
例：全県立高校で高校魅力化評価システムを導入し、生徒・教職員等の経年変化も可視化

県施策のPDCA及び各学校のスクール・ポリシーマネジメントを促進
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【参考】高校魅力化評価システムの活用場面

【学校の現状把握、目標の設定・共有、評価のために】
「チーム学校」が一丸となれる目標の共有、成果や状態の評価に。
• 特に伸ばしたい生徒の力の目標共有
• 経年での成果の把握と対話的な振り返り など

職員会議や
学校評価で

【学年目標、クラス目標などの検討・評価のために】
• 学年ごとの生徒の特性を踏まえた教育実践や、「主体的・対話的で深い学び」による
授業改善（PDCA）のサポートに。

学年会議で

【教育に関わる自らのあり方を振り返るきっかけにも】
生徒の学習環境はどのような状況にあるのか定量的に把握し、どのような学習環境を大
人たちが変えていけば良いか、地域と協働した建設的な議論のサポートに。
• この高校、地域の学習環境の強み、弱みは？私たちに何ができるか？ など

地域との
協働の場で

【事業のPDCAサイクルの推進や成果の見える化、現場支援・予算獲得にも活用】
• 魅力化などの事業によって、生徒の成長や地域、社会への意識の変化に対し、どのような成果が見られるか？
進捗確認のサポートに。

• 今後も事業を継続し、予算獲得、有効な政策に繋げていくために取得すべき成果指標は何か？ など

事業評価で

エビデンスと対話に基づく
PDCAサイクルの確立

【例】 島根県教育庁では、2019年から全県立高校で高校魅力化評価システムを導入し、2019年2月に策定した「県立高校
魅力化ビジョン」に基づく施策の評価の一部に結果を活用。

○ また、知事部局との部局横断プロジェクトの企画立案や予算の協議においても、こうした評価結果を共有することで、
データに基づいて施策を検討することができている。

○ また、県立高校における「グランドデザイン」の策定プロセスにおいて、教職員による生徒の現状把握、「育てたい生徒
像」や教育活動の検討に評価が活用されている。「グランドデザイン」策定後は、各高校が「グランドデザイン」に基づく
成果指標を設定し、毎年度取組みを検証することでPDCAを回して、教育活動のさらなる推進を目指している。 5



資料）島根県立江津工業高校HP掲載資料「グランドデザインに関する教育活動の評価・改善の取組みについて（お知らせ）」より一部抜粋。

【参考】学校における評価活用事例：スクール・ポリシーや学校目標の策定
データをもとに教職員や関係者を含め対話的にスクール・ポリシーを策定し、学校経営のPDCAに活用

【例】島根県立江津工業高等学校のグランドデザイン（スクール・ポリシー）の成果指標

育てたい生徒像として掲げている力の視点で、アンケート結果から生徒の「できていること」「できていないこ
と」の現状分析を行う。

出てきた内容をもとに「身につけさせたい資質・能力」をあらためて具体化し、グラデュエーション・ポリシーと
して整理。

それぞれの資質・能力を身につけさせるためにはどういった手段や機会を設けると良いかを分掌・学年会等に分か
れて協議し、カリキュラム・ポリシーにまとめる。

これらを踏まえて、アドミッション・ポリシーを策定。
教職員等で対話的に進めたことで、実際の教育活動でも教職員が意識しやすい形で、スクール・ポリシーを策定。
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＜コーディネーターの有無と学習活動＞＜コーディネーターの有無と学習環境＞

 「コーディネーター」等の名称で、学校と地域の連携を推進する役割を担う教員以外のスタッフが
いる高校は、いない高校と比較して、学習環境や学習活動の伸びが大きい。

出典）島根県「令和3年度 学校と地域の学習環境に関するアンケート調査（高校魅力化評価システム）」より作成

コーディネーターの有無と学習環境・学習活動の関係

注）島根県の通信制を除く全県立高等学校38校（全日制、定時制を別々にカウント）を対象に実施した高校魅力化評価システム（学校と地域の学習環境に関するア
ンケート調査）の結果を分析した。グラフは2020年度の学校における取組状況による、2020年度→2021年度の生徒の肯定的回答の伸びを示している。グラフ中のポ
イント（pt）は、生徒の肯定的回答のパーセンテージの変化である。 なお、生徒にはIDを付与し、同一生徒の回答の変化を把握しその平均値を算出している。

【参考】評価を活用した政策効果の検証①
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＜コンソーシアム構築と学習活動＞

コンソーシアムの構築と学習環境・学習活動の関係

 地元市町村、高等教育機関等の関係機関と計画的・継続的に協働する体制であるコンソーシアム
を設置している高校では、設置していない高校と比較して、学習環境や学習活動の伸びが大きい。

注）島根県の通信制を除く全県立高等学校38校（全日制、定時制を別々にカウント）を対象に実施した高校魅力化評価システム（学校と地域の学習環境に関するアン
ケート調査）の結果を分析した。グラフは2020年9月時点で県が把握しているコンソーシアムの構築状況と、2020年度→2021年度の生徒の肯定的回答の伸びを示して
いる。グラフ中のポイント（pt）は、生徒の肯定的回答のパーセンテージの変化である。 なお、生徒にはIDを付与し、同一生徒の回答の変化を把握しその平均値を算出し
ている。

＜コンソーシアム構築と学習環境＞

出典）島根県「令和3年度 学校と地域の学習環境に関するアンケート調査（高校魅力化評価システム）」より作成

【参考】評価を活用した政策効果の検証②
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＜地域連携の取組と生徒の行動実績＞＜地域連携の取組と学習環境＞

注）島根県の通信制を除く全県立高等学校38校（全日制、定時制を別々にカウント）を対象に実施した高校魅力化評価システム（学校と地域の学習環境に関するアンケート
調査）の結果を分析した。グラフは2020年度の学校における取組状況による、2020年度→2021年度の生徒の肯定的回答の伸びを示している。グラフ中のポイント（pt）は、
生徒の肯定的回答のパーセンテージの変化である。 なお、生徒にはIDを付与し、同一生徒の回答の変化を把握しその平均値を算出している。本設問は複数回答だが、「1.学校
の依頼に対して地域住民等が授業等に参加」「2.出前授業、進路講演などの企画段階から地域住民等が参画」「3.教員以外の人が単元の開発・編成を主として担うケースがあ
る」「4.地域側の人材と教員が協働でカリキュラム検討を行っている」について、選んだすべての選択肢のうち最も数字の大きな選択肢を採用し、SA（単一回答）処理して分析し
た。

地域連携の取組と学習環境・行動実績の関係

 「地域側の人材と教員が協働でカリキュラム検討を行っている」など地域連携の取組が進んでいる
高校ほど、学習環境や生徒の行動実績の伸びが大きい。

出典）島根県「令和3年度 学校と地域の学習環境に関するアンケート調査（高校魅力化評価システム）」より作成

【参考】評価を活用した政策効果の検証③
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＜県外生徒割合と学習環境＞ ＜県外生徒割合と生徒の行動実績＞

 全校生徒に占める県外生徒の割合が低い高校よりも県外生徒の割合が高い高校ほど、学習環境
や生徒の行動実績の伸びが大きい。

生徒の出身地の多様性と学習環境・行動実績の関係

注）島根県の通信制を除く全県立高等学校38校（全日制、定時制を別々にカウント）を対象に実施した高校魅力化評価システム（学校と地域の学習環境に関するア
ンケート調査）の結果を分析した。グラフは2020年度の学校における取組状況による、2020年度→2021年度の生徒の肯定的回答の伸びを示している。グラフ中のポ
イント（pt）は、生徒の肯定的回答のパーセンテージの変化である。 なお、生徒にはIDを付与し、同一生徒の回答の変化を把握しその平均値を算出している。

出典）島根県「令和3年度 学校と地域の学習環境に関するアンケート調査（高校魅力化評価システム）」より作成

【参考】評価を活用した政策効果の検証④
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３．外部資源の活用・組み合わせ ①コーディネート人材の育成・確保
例：大学と協働し、ＩＣＴを活用した遠隔講義と集合対面型を組み合わせた社会教育士の養成講習を開設
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３．外部資源の活用・組み合わせ ②資金・予算確保
例：全国57自治体と協働し、地方創生推進交付金を活用（令和4年度16億円）
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４．伴走型教育行政への機能強化・充実に向けて
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①伴走のモデル構築に向けた「伴走チーム・伴走担当」の任命
②伴走チーム・伴走担当への外部のプロフェッショナル伴走者の配置
③伴走知見の見える化（手引き等の作成）と伴走研修の実施
④伴走のためのツール（高校魅力化ルーブリック、学校カルテ等）の開発 等
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５．モデルの展開・普及、知見の抽出・共有に向けて
個別最適で協働的な学びあいの機会創出

①各現場の切実な課題発見・解決に取り組む年間通じたPBL型プログラム

②セクターを越えた関係者によるチーム参加（例：県立高校管理職、市町村職員、コーディネーター等）

③チームでの課題解決に向けた伴走及び外部専門人材による壁打ち
④各学校・地域を越えた対話・学びあいのコミュニティ創出 等

14



15

【参考】子どもも含めた多様な関係者による対話の場づくり
例：高校生、大学生、経営者、教員、県・市町村関係者、NPO職員、保護者等
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• 1．教育政策人材の育成・確保への人材戦略の構築
– 資質能力の明確化、国・都道府県・大学・NITS等の協働による育成体系の再構築
– 教育政策人材・指導主事等の表彰（例：文部科学大臣優秀教職員表彰）制度の創設

• ２．教育委員会の機能強化モデルの構築・展開
– 市町村伴走・学校伴走モデル、人材育成・組織開発モデル、外部人材・外部資源活
用モデル等の創出・展開に向けた事業の推進

– 国の通常事業において設置機関の役割・評価の強化及び設置機関への支援の充実

• ３．文部科学省と他府省庁との効果的な連携の推進
– 内閣府、総務省、厚労省、経産省等との連携による横断的視点による政策立案・事
業活用の推進、他府省庁から首長部局に向けた通知・情報提供等

– 文科省における外部人材活用の推進、組織開発、伴走文化・スキルの醸成 等

教育委員会の機能強化・活性化のための国の方策案
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